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森林の持つ公益的機能の経済分析
鎌 苅
? ?
0. はじめに
我が国の森林面積は2,515万ヘクタールであり，国土面積の67%を占めてい
る。林野庁所管の国有林は765万ヘクタールと全森林面積の30.4%を占めてお
り，この国有林に占める人工林の割合はその面積の32%である。これは民有
林の人工林率46%に比べて低い数値となっている。しかし政府は， 2010年の
国有人工林率を31%程度とこれまでの水準に据え懺くことを目標としてい
る。これは，国有林が概ね伐採・搬出費用が割高となる立地条件の劣る奥地
に分布していること，そのなかには老齢の天然林も多く含まれていることに
加えて，近年その充実が求められてきている国有林の持つ林産物生産以外の
多用な公益的機能，例えば，水源涵養機能，災害防止機能，生活環境保全機
能，そして保健文化機能等を考慮したためであると考えられる心
そこで本稿では，森林外生産物である木材等の林産物以外に森林の持つ公
益的機能を明示したモデルを用いて，希少な森林資源がどのように管理・保
全されるべきかを検討してみたい。ここで念頭に置いている森林の公益的機
能とは，具体的には，森林内生産物として森林の提供するレクリエーション
価値やアメニティおよび風景の保護に伴う価値あるいは種の多様性の持つ価
値に代表される森林の持つ生活環境保全機能および保健文化機能である。し
かし，分析の枠組みは，先に示した災害防止機能や水源涵養機能といったそ
の他の森林の持つ公益的機能に関する分析にも適用できることは言うまでも
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ない。本稿の構成は以下の通りである。
まず第1節では，森林資源管理の理論として森林の最適伐採時期を示した
ハートマンの森林皆伐モデルを紹介する。ここでは，木材等の林産物以外に
レクリエーション価値等の公益的機能が存在するとき，この森林の最適伐採
時期が遅らされることを示す。第2節では，簡単な異時点間最適森林資源モ
デルに基づき，再生可能性資源としての人工林の維持・伐採に関する限界分
析を行なう。さらに，それがレクリエーション価値のような伐採以外の価値
を有する自然維持林とも成り得る人工林の維持・伐採のケースについても検
討する。第3節では，最適森林モデルによる植林率の変更という政策パラメ
ータの変化が，フローである消費とストックである森林資源に及ぽす効果を
検討する。第4節では，オプション価値の概念が，レクリエーション価値を
有する森林を評価する際に一つの視点を与えることを示す。第5節では，個
人レベルでみた費用一便益分析において，利他的な価値をもたらす環境政策
が環境維持にかかる費用を過大に見積らせる可能性があることを示す。そし
て最後に簡単なまとめと残された課題を示す。
1. 森林皆伐モデル
森林の伐採から得る木材価値以外に，水源涵養機能，森林の持つレクリエ
ーションあるいは風景の保護に伴う価値，種の多様性の持つ価値等の森林の
公益的機能が存在する場合，この森林の最適森林伐採期間はどのように決ま
るのかをハートマン (1976)に基づき分析する2,3)。ここでは国有林に公益的
機能が存在する場合，国有林野の民間払い下げや有償貸付を行なう際に森林
の伐採時期はどの程度遅らせるべきかを検討し，政府はこの伐採時期の遅れ
を森林の持つ公益的機能としてそれに見合う部分の一般財源からの繰入れで
ある公債発行や新税の導入が要請されることを示す。
そこで以下では，公益的機能を有する森林の最適伐採時期を見るために，
木材生産という単一林産物収入以外に森林自体の持つ価値を明示したハート
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マンの最適伐採モデルを紹介しよう。簡単化のために幾つかの仮定を置こう。
まず，単一種で構成される森林は所与の林野区画に成育し，全ての立木は樹
齢0から成長して最適伐採樹齢期 t*に皆伐される。林産物収入の価格すなわ
ち木材の価格は時間を通じて一定であり，この林野が木材の総供給に及ぽす
影響は無視しうるほど小さいものとする。この林野の立木の樹齢 t期におけ
る伐採価値あるいは木材価値を G(t)とし，これを図 1-1に示すような，樹
齢の若いころはその価値を示す曲線が正の傾きを有し逓増してゆくが，やが
てその傾きは逓減に転じ，さらに樹齢を重ねることで負に至る曲線を描くも
のと仮定する。すると，この森林の維持による収益率は，伐採価値 G(t)の
時間 tによる微分G(t) (= dG/ dt)で表されることとなる。
図1-1 木材価値曲線
G(t) 
?
Hartman, op. cit, p. 53, Figure 1を再掲。
次に，森林伐採による材木生産以外の価値として，林齢 tの立木の集まりで
ある森林の持つレクリエーション機能や景観その他による材木生産以外の公
益的機能の価値（外部経済）を F(t) とし，図1-2に示されるように，最
初は逓増し，後に逓減に転じる曲線で描かれるものとする。この曲線の意味
は次のようである。まず，林齢ゼロ (t=O)の林野は森林自体が存在しないこ
とから，例えば森林の持つレクリエーション価値はゼロであり，林齢の若い
森林が成熟するにつれてレクリエーション価値も増加する。しかし，その価
値の追加的増加分はある林齢を境に逓減するが，その価値の絶対額はそのの
ち林齢を経ても減少はしないと仮定している。
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図1-2 森林の持つ外部経済
F(t) 
。
Hartman. op. cil, p. 53, Figure 2を再掲。
以下では，この森林の有限計画期間を通じた 1回きりの皆伐と無限計画期間
における皆伐・輪作の最適時期 t*をそれぞれ導出してみよう。
1回きりの皆伐モデル
まず，計画期間を通じた 1回きりの最適皆伐期間 t*を導出するためにハー
トマンに従い目的関数を設定しよう。いま，森林が存在することによる現時
点である 0期から伐期の t期までのレクリエーション価値の積分値に将来の
皆伐による木材の割引現在価値を加えたものを目的関数とし，それを V(t)
を定義すれば，この Vの値を最大にするような皆伐時期 t*を選択する最大
化問題は次式で与えられる。
I 
V (t) =~e-rxF(x) dx+ e―rt+ G (t) 
I 
(1-1) 
ここで rは時間割引因子（利子率）であり， tは皆伐時期である。この最大化
問題について内点解を仮定すると，この Vの最大化のための 1階の条件は，
V=e五 (F+G-rG)=O (1-2) 
なお， V=dV/dt,G = dG/dtとし，特に断らないかぎり時間を表す記号は
省略する。もちろんこの式は次の2式に書き換えられる。． 
F+G=rG 
あるいは，
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G/G=r-F/G 
さらに，最大化のための 2階の条件は，．．．．．．． 
V=-re―r'(F+ G-r G) +e―rt (F + c;-r G) < () . . 
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(1-4) 
(1-5) 
ここで V=(dV/dt)/dt,C三 (dG/di) I dt である。 (1~2) 式を用いて (1
- 5)式を簡略化しよう。． 
F+G<rG (1 6) 
(1-3)式と (1-6)式より，内点解を持つ目的関数 Vの最大化のため
には， F+GはrGに「上から」交差しなければならないことがわかる鸞で
は，それぞれの式の意味を見ておこう。
まず， (1-3)式の右辺の利子率 rにl期の伐採価値 Gを乗じた値は，森
林の皆伐を 1期遅らせることで失われる機会費用としての利子所得，すなわ
ち皆伐を 1期遅らせることに伴う限界費用である。一方， (1 3)式の左辺
は，皆伐を 1期遅らせることで得られるレクリエーション価値 Fとその期間
の林野の成育による木材価値の収益率 Gの合計であり，これらは森林の皆伐
を1期遅らせることで生じる限界便益である。ここで最適化の条件は，この
森林の皆伐時期の遅れがもたらす限界費用と限界便益がともに等しくなるこ
とを要請している。
なお，レクリエーション価値が存在しない場合 (F=O), (1-4)式は次
式となり，皆伐時期 t*は木材価値の増加分すなわち森林の成長率 GIGが利
子率 rに等しくなるように選ばれる。
G/G=r (1 - 7) 
(1 4)式に表されるように，ハートマンは森林のレクリエーション価値
が存在するとき (F/G>O),森林の成長率 GIGが利子率 rよりも低くとも
森林は伐採されないことを示した。さらにこの Fが十分大きいとき，全ての
tについて V>Oとなり，もはやこの森林は伐採されることはない。
次の図 1~3 は，曲線 F+G と曲線 rG が 2 箇所で交差する状況，すなわ
ち先の 1階の条件を満たす 2つの時期を描いたものであるが，ここでは 2階
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の条件を同時に満たす時期は t•のみであり，それは木材収益の増加領域
(G>O)であることがわかる。
図1-3 最滴伐採時期
ド(tl+G(t)
1・G(I) 
F(t)+G(t) 
。
t・ 
Hartman, op. cit, p. 5, Figure 3を再掲。
一方，図 1-4は，木材収益の減少領域 (G<O)であるにもかかわらずレ
クリエーション価値が高いために，この森林の伐採期間が延期されている状
況を示したものである。もちろん，このときも 2階の条件は満たされている。
図1-4 最適伐採時期が遅らされるケース
F(t)+G(t) 
r G(t) 
?
t 
Hartman, op. cit, p. 56, Figure 4を再掲。
最後に図 1-5は，森林が伐採されることが最適ではないほど十分レクリ
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エーション価値が高い状況を示したものである。
． 図 I-5 最適伐採時期が存在しないケース
F(t)+G(t) 
r G(I) 
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r G(t) 
。
Hartman, op. cit, p. 56, Figure 5を再掲。
もちろん，全ての tについて次式が成立している。
F+G-rG>O (1-8) 
さて，これまでの議論は，簡単化のために木材価値関数に費用関数の属性
をも含めて論じてきた。具体的には，均一の性質を持つ林野に生育する単一
種の森林を想定している。しかし現実には，国有林は概ね立地条件の劣る奥
地に分布していることから，高蓄積の天然林も多く含まれているにも拘わら
ず民有林に比べて伐採・搬出費用が割高となり，林業従事者の高齢化や山村
の過疎化とも相侯って，伐期が遅らされたり管理を放棄されている。もちろ
ん，これまでの議論を踏まえて，伐採・搬出費用の増加が伐期を延期させる
ことを見ることは容易である％では次に，無限計画期間における輪作を考慮
した皆伐の最適時期 t*を導出してみよう。
無限計画期間皆伐モデル
無限期間において，木材の輪作 (rotation)すなわち森林の循環が行われる
とき，森林のレクリエーション価値と木材価値は森林の成育時間である林齢
に依存することとなる。ハートマン・モデルでは，木材価値関数Gに間接的
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にその形が現われるものの，簡単化のために植林・育林その他の費用をゼロ
としていることから，森林の最適皆伐時期すなわち最適林齢は木材価値の成
長期間に等しくなる。これは，それぞれの皆伐時期において費用ゼロで植林
が行なわれるとすると，林地の生産力でもある木材価値関数 Gがどの時期に
植林を行なっても全て同じ形を持ち，時間割引因子 rも期間を通じて同じで
あると仮定することから，全ての森林の輪作時間（周期）は同一となる6)。
従って，木材の輪作を考慮した目的関数 U(t)の値を最大にする皆伐時期
t*を選択する最大化問題は次式で与えられる。
U=Ge―rt[ l +e-rt+ (e―rt)叶 (eが＋．．．］
+~:e—rx F (x) dx [ 1 + e―rt+ (e―叩+(e-rが＋．．．］
= [Ge-'1+ f e-TXF(x) dx]/ (1 -e―rt) (1 -9) 
この目的関数 Uの最大化のための 1階の条件は，
．． 
U= (-r G+G+F)e-r1/(1-e―rt) 
-[Ge—rt+~e—rxF(x)dx]re-r1/(1 -e―叩=O
I 
(1 -10) 
ここで U=dU/dtである。これを整理して次式を得る”。
G/G=r/(1-e―rt) + { [ r / (1 -e—rt)]~e-rxF(x)dx-F}/G 
I) 
(1-11) 
あるいは，
F+G=Ar G (1-12) 
但し， A=[l/(1-e―rt)J (1 +~:, 戸 F(x)dx/G)。なお， G>O, ~" 
e-rxF(x)dx>O, 1 /(1 -e-r1) > 1より， A>Iとなる。
ここでは (1-11) もしくは (1-12)式により，図 1-3の1回の皆伐
のケースに比べて， F+Gが[F+G]/Aとなり下方にシフトするか，あるい
はrGがArGとなり上方にシフトすることとなる。このことは言い換えれ
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ば，図 1-3に示した 1回の皆伐を遅らせることの機会費用曲線 rGが，輪
作のケースでは図 1-6において機会費用曲線ArGとなり， 1回の皆伐の
ときの機会費用曲線 rGをA倍だけ上方にシフトさせた形で示される。従
って輪作のケースでは，最適皆伐時期 t*が fR*に低下することがわかる。
図1-6 輪作における最適森林伐採時期
FU) +C;(I) 
rGU) 
A(l)rG(I) 
F(t)+G(t) 
AU)rGU) 
r GU) 
。
t• R t• 
ここで，もし森林の持つ外部経済Fがゼロであれば， (1-11)式の右辺は r/
(1 -e―rt) となる。以上の事柄をまとめとものが次の表 lである。
表 1 最適伐採時期における木材価値の成長率GIGの比較
外部経済が存在しない場合 外部経済が存在する場合
1回きりの
皆伐
伐採・搬出費用
を考歯した場合
r r-F/G 
r(1 -C/G) r(l-C/G)-F!G 
輪作による
皆伐
伐採・搬出費用
を考慮した場合
r/(1-e―") r/(1-e―")+{[r/(1-e―")](□ F(x)心ーF)/G
(r-C/G)/(I-e―") r/(1-e―")+{[r/0-e―")] [(e-"F(x) dx-C]-F)/G 
ここで森林の持つ外部経済がゼロ (F=O)であれば， 1回きりの皆伐と輪作
による皆伐の違いは，輪作という循環の側面を考慮することで (1-e―rt)と
いう因子の有無により区別される。また，伐採延期により伐採・搬出費用の
負担が繰り延べられることで，かかる機会費用 rCも引き下げられる。こう
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して森林の持つレクリエーション価値が存在するとき，伐採・搬出費用を明
示することで伐期を遅らせることの 1期当たりの平均収入 (1-C/G)に利
子率 rを乗じた機会費用が木材価値の成長率GIGよりも高くとも，その森
林は伐採されないこととなる。
さて，この最適循環周期と共に最適伐採時期 t*を決定する公式は，ファウ
ストマンの公式と呼ばれ， 1894年にドイツの森林官ファウストマンによって
導かれた8)。ハートマンの貢献は，このファウストマンの公式に森林の持つ外
部経済機能を明示し，それを再定式化したところにある。
2. 外部経済を有する森林ストックと帰属価格について
前節では，未伐採の森林が正の外部性を有する場合の森林最適伐採モデル
を紹介した。そこで本節では，この外部経済を有する森林を管理・運営する
異時点間最適モデルを考察することとしよう。ここでは，森林管理者（民間
部門でも林野庁でもよい）が再生可能な単一種の経済林（もしくは外部経済
を有する公益林にもなりうる）を伐採することで異時点間の利潤最大化を達
成する最適伐採量の決定が示される叫具体的には，林業の事業期間を無限視
野に採った場合，伐採を遅らせることで生じる森林の追加的な収益率と機会
費用との比較において，森林資源量である森林ストックの増減がどのように
記述されるかを，その森林野が伐採価値以外に何ら価値を見いださないケー
スと，伐採価値以外にその森林が維持されることで外部経済効果をもたらす
ケースについて，モンゴメリー＝アダムス (1995) に従って整理しよう 10)0 
伐採価値のみのケース
まず簡単化のために，森林野の伐採，植林，育林及びそれらの維持管理等
に伴う費用をゼロと仮定する。すると， v期におけるこの再生可能な森林スト
ック S(v)を持つ森林管理者は，将来を通じた時間割引因子 rのもとで将来
の木材売上の割引現在価値を最大にする伐採量 h(v)を選択することとなる。
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ここで森林の成長関数g[S(v)]は，森林ストックの増加関数であり (dg/
dS>O), 2回微分を負と定義する（がg/dS2<0)。この森林管理者の直面す
る異時点間利潤最大化問題は次のようである。
咄ぷP(v) h(v) eー11v-1>dv (2-1) 
s. t. S(v) =g[S(v) ]-h(v) (2-2) 
S(v), h(v) >O for al v 
S(O) given 
但し， P(v)はV期の木材価格，制御変数 h(v)はV期の伐採量。森林スト
ックの初期値S(O)は与えられており，状態変数S(v)はt期に成育を始めた
V期における森林のストック値であり， S(v)=dSI dvである。以下では煩雑
さを避けるために，特に断らないかぎり時間を表わす記号を省略する。
いま，植林及び育林等の費用をゼロと仮定していることから，この森林ス
トック Sの変動式は一般的な資源モデルで用いられる再生可能資源の変動
方程式として記述されている。この問題の最適解として，最適伐採量 h*を求
めるためには，いわゆる，ポントリャーギンの最大原理を適用すればよい。
この最大化問題のハミルトニアン Hは，補助変数をμ(v) とすると，
H=Ph+μ[g(S)-h] 
ゆえに，最大化のための必要条件は次の2式となる11)。
aH(v) 
ah(v) =O 
d(μ(v)e-rtv-t))=_aH(v) e-7(V-t) 
dv aS(v) 
(2-3)式より，
P=μ 
(2-4)式より，． 
μ= (r-g')μ 
(2-3) 
(2-4) 
(2-5) 
(2-6) 
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を得る。ここでg'=dg/dSであり，補助変数μ は未伐採の森林のシャドー・
プライスすなわち帰属価格である。 (2-5)式を時間 Vで微分したものと
(2-5)式を用いてμ およびμ を消去すると次式を得る。
g'=r-P/P 
これより次の命題が従う 12)。
（命題2-1)森林ストックの追加的増加に伴う収益率g'が，追加的森林ス
(2 - 7) 
トックの伐採延期に伴う機会費用である利子率 rマイナス
木材価格の上昇率PIPを超えるかぎりにおいて，この森林
は伐採されない。
ここで，利子率 rマイナス木材価格の上昇率PIPは実質利子率とみなすこ
ともできる。
伐採価値に正の未伐採価値を加えたケース
次に，先のモデルに V期の森林ストック Sがもたらす外部経済効果a(S)
（但し， da/dS>O,d切/dSべ0)を加えたモデルによって，森林管理者の直
面する林野価値の異時点間最大化行動を分析する。修正された目的関数は次
のようである叫
咄f~~{P(v)h(v) +a[S(v)] }e―nv-t>dv 
s. t. S(v)=g[S(v)]-h(v) 
S (v) , h (v) > 0 for al v 
S(O) given 
この最大化問題のハミルトニアン Hは，
H=Ph+a(S) +μ[g(S)-h] 
ゆえに，最大化のための必要条件は次の 2式となる 14)。
aH(v) 
ah(v) =O 
、?
、 ?
?――??（（
(2 -10) 
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d(μ(v)e-1(V-l))=_aH(v) -1(v-t) 
e dv aS(v) 
(2 -10)式より，
P=μ 
(2 -11)式より，
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(2 -11) 
(2 -12) 
~=(r-g')µ-a'(2-13) 
但し， g'=dg/dS,a'=da/dSであり，補助変数μ は未伐採の森林の帰属価
格である。先と同様に (2-12)及び (2-13)式を整理すると次式を得る。
g'+a'/P=r-P/P (2 -14) 
この式の左辺第2項の分子は， v期において森林ストックがもたらす外部
経済，すなわちこの森林管理者が得ることのできる V期の森林ストックの限
界外部便益であり，この分母は V期の木材の限界収入である。従って，この
期の森林ストックの外部経済の評価は，森林ストックの限界外部便益と木材
の限界収入との比較において決定されることとなる。一方，右辺は(2-7) 
式と同様に，追加的森林ストックの伐採延期に伴う機会費用である。ゆえに
次の命題が従う。
（命題2-2)森林ストックの限界効用 a'が増加すれば，それだけ追加的森
林ストックの増加に伴う収益率の合計が増加するため，森林
ストックは蓄積される。
ここでは，森林管理者が森林ストックの追加的増加がもたらす限界外部便
益a'をみずから評価し，獲得できるという前提を置いていることに注意しよ
う。しかし周知のように，市場メカニズムを通じて森林の持つ外部経済を内
部化するためには非常に高い費用がかかるため，森林ストックのもたらす限
界外部便益は過小評価されてしまう。これは (2-14)式の左辺が (2-7)
式の左辺に置き換えられることを意味するため，森林伐採を遅らせることの
機会費用がより高くなり，森林維持サービスは過小に供給されてしまうので
ある。この場合， (2-14)式の左辺は社会的限界便益を， (2-7)式の左
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辺は私的限界便益をそれぞれ示すこととなる。従って，資源配分の効率性を
達成するためには政府の政策による介入が必要となる。このことは，現在，
受益者負担原則による水道料金の値上げや水源税のような環境目的税および
森林交付金といった，外部経済を内部化するためのビグー的な租税・補助金
政策が検討されていることからも明らかであろう 15)0
3. 森林資源のマクロ経済モデル
ここでは，フローの消費財 C(v)と再生可能資源である森林ストック S(v)
が国民にプラスの効用をもたらすとき，天然更新と植林による森林ストック
の蓄積のもとで，消費財と森林ストックからなる社会厚生関数 Uを最大にす
るモデルを考えてみよう。まず， v期の消費財C(v)および森林ストックの
蓄積S(v)は次式で表わされる。すなわちそれは，成熟した森林ストックs,
例えば，極盛相のときの森林ストックと v期の森林ストック S(v)の差であ
る伐採部分および植林によって賄われるものと想定する。
C (v)誌 (v)= a S-aS (v) +入S(v)
ここでaは森林成長率であり (O<a<1), 入は V期の森林ストック S(v)
に対する植林率とする。これを整理すると次式を得る。
C (v)誌 (v)=a[S-S(v)]+入S(v)
従って，森林ストックの変動式として次式を得る。
如）=a[S-S(v)]+入S(v)-C (v) 
さてこの経済では，制御変数を消費 C(v), 状態変数を森林ストック S(v)
とする次のような異時点間最適化問題を考えていると仮定しよう。もちろん，
森林ストックの初期値S(O) は与えられている。
呪ざ ~7 U[C(v), S(v)Je-T(v-11dv (O<p< 1) 
s. t. S(v) = a [S-S(v)] +入S(v)-C(v) 
S(v), C (v) >O for all v 
‘,‘,、·~??――??、 ? 、 ? ?
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S (0), S gi1.1en 
表記を簡単にするために，社会厚生関数 Uを次の形に特定化しよう。
u [ c< v >,s <v > J =< 1 ; 2 > [ c2 < u > + pS2 < v > J < 3 -3 > 
ここでpは効用のウエイト・パラメーターである。この (3- 3)式を目的
関数(3-1)式に代入すると，ハミルトニアン H は次式で示される。なお，
以下では特に断らないかぎり時間を表わす記号を省略する。
H=(l/2)(C吐 pSり十μ[a(S-S)十入S-C]
ゆえに，最大化のための必要条件は次の 2式となる 16)0
aH(v) 
aC(v) =O 
d(μ(v)e―r<v-t>) = -aH (v) -r(v-t> 
e dv aS(v) 
(3-4)式より，
C=μ 
これを時間 Vで微分すると次式を得る。． 
C=μ 
一方， (3-5)式より，
µ=µ(a —入 +r)-pS
従って，これに (3-6)式を代入すると，
(3-4) 
(3 - 5) 
(3-6) 
(3-7) 
(3 -8) 
炉C(a一入+r)-pS (3-9) 
ここで (3-7)式を用いて森林ストックの帰属価格である補助変数μの時
間微分μ を消去すると，次の消費の変動式を得る。
C=C(a一入+r)-pS (3-10) 
ゆえにこの経済は， (3-2)式と (3-10)式の2つの変動式によって記述
される。そこで，位相図を用いてこの経済の動学的な最適経路を見るために，
これら 2式を微分しよう。
dS=(入-a)dS-dC (3 -11) 
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dC= (a-入+r)dC-pdS (3-12) 
いま，長期定常状態において S=OおよびC=Oであることから， (3-11) 
式と (3-12)式の左辺はそれぞれゼロとなる。まず (3-11)式より， S=
0線の傾きは次式で示される。
dS/dC= l /(入―a) (3 -13) 
ここでは， a<入を前提とするので， (3-2)式より森林ストック Sの変動
は， a(S-S)+,lS>CであればSは減少し， a(S-S) + ,lS< Cであれば増
加する。従って， S=O線より上（下）の領域では Sは下（上）方に動く。こ
のことを描いたものが次の図3-1である。
図3-1 S=O線の位相 (aく入）
s . 
S= 0 
?
??
?
s(丑）
?
一方， (3-12)式より C=O線の傾きは次式で示される。
dS/dC= (aー入+r)/p (3-14) 
この消費財Cの変動は (3-10)式より， C(a-入+r)>pSであればCは
減少し， C(a-入+r)<pSであれば増加する。従って， C=O線より上（下）
の領域では Cは右（左）に動くこととなる。なお，ここでは経済的な意味付
けから， a-入+r>Oを前提としている。さて，この関係を描いたものが次の
図3-2である。
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図3-2 C=O線の位相 (a+r>入）
?
C=O 
? ?
そこで，図3-1および図3-2を用いて消費財と森林ストックの位相図を
描いてみよう。
まず，消費財と森林ストックの位相図は次の図3-3に示される。
もちろんここでは，均衡点Eを得るために 1/(a-入）> (a-入+r)/pと仮
定している。このケースでは，鞍点において長期定常状態が達成されること
となり，均衡点Eに至る最適経路は右下あるいは左上からの 1本しかないこ
とが示されている。
そこで，植林率入の変化が消費財 Cと森林ストック Sに及ぽす効果を見
てみよう。森林の自然成長率 aを一定とすると，植林率入の上昇（低下）は，
C=O線を原点を中心に右（左）に， S=O線を C軸の切片である aSを中心に
右（左）に，それぞれピボットさせる。ここでは植林率入の増加のケースが
示されている。
植林率入の増加が最適消費 C*と最適森林ストック S*にもたらす効果を
知るために， (3-2)式と (3-10)式の左辺をゼロとして，均衡点におけ
る最適消費 C*と最適森林ストック S*および植林率入についてそれぞれ微
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図3-3 消費財と森林ストックの位相図 (aく入）
?
S= O 
s(丑）
C= 0 
?
図3-4 消費財と森林ストックの位相図（入の増加）
?
S= 0 
?
s(土）
?
分して整理すると，次の2式を得る。
dS*/d入=[(a一入+r)S*-C*]/▽ 
dC*/d入=[pS*+(a―入）C*]/▽ 
58 
(3-15) 
(3 -16) 
森林の持つ公益的機能の経済分析（鎌苅） 709 
ここで▽= [ (a-,l) (a-,l + r) +p]である。前提より， a-入+r>Oおよび
“―,l <Oであるが，▽>Oと仮定しよう 17)。従って， (3-15)式は (a-,l+ 
r)S*>C*なら最適森林ストック S*は増加する (dS*I d,l> 0)。一方(3-16) 
式において，最適消費財C*に対する効果は， pS*>(a-,l) C*であれば増加
することがわかる (dC*I d,l>O)。このことは図3-4に示されている。
さて，この最適森林ストック S*が増加する条件である (a-,l+ r) S* > C* 
は，森林ストックのもたらす「純収益」が消費財の生産を上回るかぎりにお
いて，プラスの投資である森林ストックの増加がもたらされることを示して
いる。ゆえに，次の命題を得る。
（命題3-1)森林の自然成長率 aが植林率入よりも小さいケース (a<
入）において，植林率入の増加が最適森林ストック S*と最適
消費財 C*の増加もたらすためには， (a-入+r)S*>C*およ
びpS*>(a-,l)C*の条件が満たされなければならない。
4. オプションと森林政策
この節では，オプション価値の概念が，保安林等以外の森林の持つ公益的
機能，例えば，レクリエーション価値をもたらす森林を維持・管理する際に
一つの視点を与えうることを示してみたい。もちろん，以下の議論が治山・
治水事業や国立公園および森林生態系保護地域の維持・管理においても当て
はまることはいうまでもない18)。
3兆3,500億円すなわち国民一人当たり22,000円もの負担となる膨大な債
務を抱え，経常的財政赤字に直面する国有林野事業の財政負担を軽減するた
め，政府は，他の収益作物栽培等への事業転換や林野の民間払い下げおよび
有償貸付を事業規模の縮小と共に魅力ある選択肢と考えるだろう。しかし，
この事業を民営あるいはエージェンシー（独立行政法人）化するとき，林野
の民間への払い下げや有償貸付が，これらの払い下げ価格や貸付価格が林野
のもたらす将来予想収益（及び有料キャンプ場等によるその他の予想収益）
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流入の割引現在価値を上回る限り，買い手や借り手を見つけることはできな
しlo
もちろん，林野庁はこれまでただ手をこまねいていたわけではない。例え
ば， 1984年に 4億円の収入から始まった分収育林制度（緑のオーナー制度）
がある。これは，契約者が生育途上の若齢国有人工林を伐採するまでの期間，
一定の育林・整備等の費用を負担し，伐採時にその収益を分収する制度であ
るが，この制度による林野庁の収入は翌1985年度の66億円をピークに減少に
転じ， 1995年度は23億円にまで低下している 19)。このような収益性が余り見込
めない森林野経営への民間部門の参入は，フィランソロピー（社会的貢献）
を指向する一般企業や各種団体の経営状況に依存するところが大きく，この
ことは言い換えれば，当該制度による収入が景気の変動に左右され易いこと
を示している。
そこで，民間に提示された林野価格がその林野のもたらす将来予想収益流
入の割引現在価値である用地価値 (sitevalue)を上回る林野，すなわち現時
点で魅力の乏しい林野については，政府による財源補填が必要となってこよ
う。この財源補填部分を債務として租税もしくは公債発行によって賄うこと
には意味がないわけではない。民間企業が森林経営を行なう場合，造林・営
林費用が林産物収入を上回れば早晩倒産は免れない。しかし，一部国庫負担
のもとでならこの林野事業に採算性が予想できるとき，この債務を将来期待
できる林産物収入の価値の増加に課せられる租税により償還すれば，長期的
には徒に公共部門を肥大化させることはない。但し，これはあくまでも林野
事業の効率的運営が期待できる国有林野についていえるのである。では，将
来の林野収入等の割引現在価値が低く，その採算性が見込めないが，将来に
おける不確実なレクリエーション価値を有する森林についてはどうであろう
か。そこで以下では，市場価格による価値付けが比較的容易な木材や水資源
のような森林外消費財ではなく，市場による価格付けが困難な，例えばレク
リエーション価値をもたらす森林内消費財について，その評価のための一つ
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の考え方を示そう。さらに，その将来にわたる需要が不確定な再生不可能な
国有林野の持つ公益的機能部分については，現世代及び次世代以降の世代が
広くその費用を負担するべきであり，それを一般財源で賄う必要があること
が示される。
将来の期待収益の低い，すなわち用地価値の低い林野の民間払い下げや有
償貸付部分は，この土地の使用規制がなければゴルフ場等のような収益性の
高い用途に転用されるかもしれない。逆にいえば使用規制がある場合，この
国有林野に対する民間の買い手や借り手を見つけることはより困難となる。
一方，プナ林のような天然林は，ひとたび皆伐，開発されれば，多様生物種
の維持を含めその復元に禁止的な費用がかかる「非可逆性 (irreversibility)」
という性質がある。さらに植林により人工造林として維持・管理する場合に
ついても，それが適正に運営されない限り，天然林に比べて追加的費用がか
かることはいうまでもない。では国有林野事業は，いかにしてこの非可逆性
を有する森林資源の持つ公益性を評価しうるのだろうか。この問いに答える
ために，次のような簡単な数値例を考えてみよう 20)0
いま，将来のある時点において存在する森林資源に対するある個人の嗜好
もしくは需要が不確実であるとしよう。例えば，私は今年の夏休みにある森
林に0.3の確率で森林浴に行きたいと思い， 0.7の確率で行きたくないと思っ
ているとしよう。．すると，将来にわたってこの森林を維持・存続させること
で，現在この森林で森林浴を享受している人々以外に，まだ訪れていない我々
にとっても，現時点においてある種の満足をもたらす可能性がある。すなわ
ち，現時点でこの森林を利用していない人々が将来ここを訪れようと思うと
き，それが将来も利用可能であることが確信できれば，彼ら潜在的利用者に
もこの森林は「未利用 (nonuse)の価値」を与えうるのである。そして，こ
の森林のもたらす未利用の価値を評価するのが「オプション価値 (option
value)」である。では，この森林のオプション価値とはどのようなものだろう
か。
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いま，話を簡単にするために，将来のある時点の価値を現時点で評価する
際に用いられる時間割引因子をゼロとしよう。すると，将来のある時点にお
いて森林を訪れるかどうかが不確実な私の森林浴に対するオプション価格
は，将来そこを訪れるというオプション（選択）を購入する際に私が支払っ
てもよいと考える最も高い価格で表わされる。一方，この森林の実際の利用
から生じる消費者余剰は，私がそこを訪れると決めたあとで，旅費等の実際
に支払われた費用を除いて支払ってもよいと考える金額の最大値で表わされ
る21)。もちろん，利用しないと決めたとき，この消費者余剰の値はゼロとなる。
そこで，将来の消費者余剰である消費者余剰の期待値を計算してみよう。
まず，この森林の利用，すなわち，森林浴から得られる消費者余剰を 1万円，
利用しない場合の消費者余剰を 0円，将来そこを訪れる確率を0.3,訪れない
確率を0.7とすると，私の期待消費者余剰は 3千円となる。結果的に，期待消
費者余剰は消費者余剰に利用確率を乗じたかたちで表わされることから，多
忙で将来その森林を訪れる確率が低いとき，私の期待消費者余剰の値は低く
なる。この森林の利用に関するオプション価値は，次式のオプション価格と
期待消費者余剰の差で定義される。
オプション価値＝オプション価格一期待消費者余剰
この式より，将来この森林を訪れたいと強く思っており（オプション価格
が高い），かつ，忙しいために訪れることができない場合，私のこの森林に対
するオプション価値は高くなる。言い換えると，オプション価値は将来のあ
る時点において森林資源が利用可能であるためのプレミアムなのである。
さて，公共財以外に政府の財政支援が正当化されるのは次のような外部経
済効果を産み出す場合であると考えられる。そしてそれは，歴史的建造物や
伝統芸能および伝統工芸等のように，我々国民にとってその財・サービスに
歴史的・文化的価値があると認められるものであり，資源配分の効率性の観
点あるいは所得再分配の観点から必要とされる公衆衛生，義務教育の一部無
料化，低家賃住宅の供給および失業手当等である。これらの財・サービスの
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政府による供給は価値財 (meritgoods)と呼ばれ，これは公共財とその性質
が異なり，市場メカニズムを通じてその供給が可能である（排除性がある）
が，その量と質を望ましい水準に保っために国が財政負担を行う価値がある
とみなされる財・サービスをさす。そして価値財であれば，それらの財・サ
ービスの修復，保存，維持，管理，運営そして継承に伴う費用の一部，また
はその全部を国庫支出で賄うことが認められる。
しかしそれ以外の要因，例えば，特定の業種に従事することで同額の年間
所得を得る別の業種に従事するものよりもより多く所得補償を受け取れる場
合，当該所得再分配政策は新たな不平等を産み出すこととなり，財政面から
も許されるべきことではない。もし正当化される理由があるとすれば，それ
は，雇用調整や経過措置として行う以外には，特定業種に従事することで公
共の利益に貢献する場合であろう 22)。もちろん，この価値財（もしくは外部経
済）の判定に際して重要となる公共の利益の評価に関しては，その査定に関
する情報を全て公開し，国民にその判断を仰ぐべきであり，併せて将来に見
直しや検討を行う機会を設ける必要がある。
従って，国有林野の民間払い下げや有償貸付の検討と併せて，国土に広く
分布する国有林野が価値財に相当するのか否かを十分議論し，価値財と認め
られるのであればそれに見合った国庫からの財源繰入れもしくは森林税ある
いは水源税といった新たな環境目的税の創設が検討されるべきである。その
ために，国有林野という環境資源に対する国民一人一人のオプション価値等
を考慮した費用一便益分析が必要となるかもしれない。
事実，国有林野事業勘定は1978年4月より一般会計からの一部繰入れを受
けている。しかし『国の予算（平成8年度版）』によると，国有林野事業勘定
の歳入5,818億円（うち事業収入2,330億円）のうち，財政投融資からの長期
借入金2,800億円を除き，一般会計からの繰入金約526億円が含まれているが，
そのうち退職手当利子補給に257億円，営林に伴う赤字補填として造林事業に
130億円，そして公共投資として林道事業に113億円がそれぞれ予定されてい
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る。もちろんすでに触れたように，治山勘定においては，国土の保全・創出，
山地災害の防災，水源涵養機能の拡充強化，そして生活環境機能充実のため
に保全林および保安林等の整備を行なうことを目的としており，予算におい
て歳入2,060億円のうち一般会計から2,014億円の受け入れを予定し，公共財
としての森林野にかかる行政費用負担を認めている。
これに対して，国有林野事業勘定において一般行政費用と認めているもの
には，保安林等の管理経費や地域別森林計画の樹立に要する費用があり，一
般行政的経費として一般会計から11億円の受け入れを予定しているに過ぎな
い。「レクリエーションの森」の整備等のような森林保全管理等事業や森林空
間総合利用事業は，一般会計から明確にその受け入れが予定されているわけ
ではないのである23)。もちろん，屋久島や白神山地のような世界遺産に登録さ
れた国際公共財については，その調査・保存費用を一般財源である国庫から
拠出すべきである 24)。しかし，民有林の中でも人工林は天然林に比べて脆弱で
維持・管理費用も割高になることから，秋田杉や吉野杉のような高付加価値
財を産み出すことのできない山村地域にとって，例えば，和歌山県東牟婁郡
本宮町の提唱している森林交付金制度は，林業従事者の所得補償あるいは林
業従事者向けの損害•生命保険料に支給されやすい反面，森林ストックの維
持・増加という投資に結び付きにく<'一種の義務的経費の増加となり，事
業を効率的に運営しないかぎり市町村財政を硬直化させることとなる。また，
同交付金を林業従事者の所得補償もしくは雇用調整以外の目的，例えば，産
業振興策や林道整備等の追加的な公共投資を目的とする森林保全関連支出以
外の支出，に充てる市町村が出てくる可能性がある。いわゆる使途を限定し
ない一般補助金は，雇用創出や地域振興といった地域住民に直接利益をもた
らす事業に充てられやすく，たとえ森林交付税制度が実施されたとしても，
森林資源の持つ公益的機能を地域住民が過小評価する危険性が指摘され
る25)。従って，森林交付税の導入において注意すべき点は，地域住民の公益林
としての森林資源に対する過小評価および森林交付税制度の実施に伴う新た
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な既得権益の発生を防ぎ，地方政府に自主裁量のインセンテイプを持たせる，
ということである。そこで，メニュー補助金の考え方に沿った次の 2つの視
点が必要となろう。
(1)森林交付金は森林の公益的機能の維持・管理にその使途の限定し，効率良
く運営されることで余剰が生じればこれを一般財源に繰入れ，自由に使うこ
とができるものとする。
(2)年限を決めて森林交付税制度全体の見直しを図るサンセット方式を用い
る。
また，森林交付税の配分に際しては，その性質から，森林面積を基準に公
益的機能に応じて配分されることが望ましいと考えられる。併せて，中央政
府は，森林交付税という新たな財政支出の膨張に歯止めを掛けるためにも，
例えば，一部受益者負担制度として神奈川県がこの 4月から実施している水
道水1トンにつき 1円の「水源の森林（もり）づくり事業負担金」制度，ぁ
るいは新たに水源税や森林税のような環境目的税の導入を検討する必要があ
ろう26)。
さて，今後オプション価値の概念は，特にその再生に莫大なコストのかか
る自然環境や歴史的建造物等に対する人々の将来の不確実な嗜好や需要を予
測し，それを保護，保存および保全する際に一層有用となると考えられる。
しかし，ここで示した概念は，個人の主観的評価で示した将来の嗜好や需要
の価値付けであり，特にこの個人が示すオプション価値には，その資源等が
他人に及ぽす利他的効用を明示ないし区別していない点に注意する必要があ
る。なぜなら，利己的な個人と利他的な個人のオプション価値の評価では，
特に後者の評価において便益を過大に見積る可能性が考えられるからであ
る。そこで次節では，利他的な価値をもたらす公共プロジェクトについて，
便益の二重計算により費用が過大に見積られる場合を見てみよう。
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5. 利他的公共プロジェクトと費用一便益分析の一つの限界
我々は環境資源等の評価を行なう際に，費用一便益分析を用いてパレート
効率の観点から政策の経済学的評価を行なう。そもそも費用一便益分析の目
的は，そのプロジェクトの潜在的なパレート効率性を特定化，顕在化しよう
とするものである。例えばミルグロム (1993)によると，「新古典派モデルで
は，それぞれの市民のある公共プロジェクトに対して支払ってもよいとする
合計額がそのプロジェクトの費用を上回っているとき，当該プロジェクトは
潜在的パレート改善であるm」と考えられている。
ここで重要な点は（たとえ外部経済を全て内部化できたとしても），公共プ
ロジェクトを評価する個人は，個人間においてそのプロジェクトが他人にも
たらす経済的効果を自らの評価に加えない，という暗黙の前提にある。すな
わち，政府がそのプロジェクトの便益を評価する際に，それぞれの個人に直
接及ぶであろう便益のみを主観的便益評価とみなし，これを算定，集計する
ことで，個人レベルでは当該プロジェクトから他人が受ける便益の評価が，
たとえそれが正であれ負であれ，彼らの便益に入ってこないのである。しか
し現実には，ある個人が特定の公共プロジェクトやアメニティおよび環境資
源等から受ける直接的な効用以外に，同時に他者の受ける正の効用がその個
人の効用を間接的にさらに高めうるようなプロジェクトの存在が考えられよ
う。
この節では，このような利他的な価値をもたらす公共プロジェクトを念頭
に置き，これに対する個人の支払許容額(willingness-to-pay)が，これまで
の利他的な価値をもたらさないプロジェクトの場合と比較してどのように異
なるのか，すなわち，利他的な価値をもたらすプロジェクトが存在する場合
の費用一便益分析の一つの限界をミルグロムの数値例に従って検討してみよ
う。
ミルグロムはその論文の中で「他者の幸福に関心を持ちうる市民の存在す
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る拡張されたモデルにおいて，利他的感情の分だけ上乗せされた支払許容部
分は，潜在的パレート改善であるプロジェクトを正しく特定化するためにも，
費用一便益の計算から除かれなければならない28)」として，個人レベルにおけ
る利他的感情の上乗せ部分がそれぞれ二重計算される点を指摘した。そこで，
なぜ費用一便益分析による政策評価が利他的な価値をもたらすプロジェクト
に関しては成功しないのかを示すために，彼の数値例をこれまでの森林政策
の文脈に則して見てみよう 29)0
いま仮に，ある区域の営林署が森林浴の利用場所と時間を延長できる森林
整備計画を提案するとしよう 30)。簡単化のため，ここでは 2人の個人がその計
画によって影響を受けるものとする。まず，個人 1はその計画から100円の便
益を享受し，それが実行されることでy円だけ支払わなくてはならない。個
人 1がその計画の費用を負担することにより受ける新たな効用を A円とし
てそれを次式のように定義する。
A=lOO-y (5-1) 
一方，個人2はその計画から50円の直接的な便益を受けるとともに，個人
1に対して利他的な感情を持ち，個人1がその計画から受ける純便益の増加
分に対して 2円につき 1円まで支払ってもよいと考えているとする。そこで
先と同様に，個人2がこの計画から受ける便益を B円とし， z円を計画に対
する費用負担額とすると，次式を得る。
B=50+ (1 / 2)A-z (5 -2) 
そこで，この計画の費用を X円とすると，まず，費用 Xは2個人によっ
て賄われなければならないから，
X幻 +z
次に，個人2の状況が改善されるために，
z < 50 + (1 / 2) A = 50 + (1 / 2) (100 -y) 
最後に，個人 1の状況も改善されるために，
y<IOO 
(5 -3) 
(5-4) 
(5 -5) 
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ゆえに， (5-3)から (5-5)式より 3本の不等式は次のように組み合わ
せられる。
X~y+z<y+50+ (1 / 2) (100-y) =100+ (1 / 2) y<l50 
(5-6) 
従って，この森林整備計画のパレート改善の条件はこの (5-6)式によっ
て示される。すなわち，この計画はたかだかX<l50であれば潜在的パレート
改善の可能性を持っていることになる。言い換えれば，もし X<l50であれ
ば，この計画は個人1および個人2の双方に便益をもたらすために賄いうる，
と結論付けられる。
注意すべきは，この 2個人の純便益を別々にみた場合， (5-1)式および
(5-2)式から， 2人とも100までは支払ってもよいと考えている点にある。
すなわち個人 1 は， A~Oであればその計画に対して支払うインセンティプを
持つことから，最大lOO(~y) の費用を負担してもよいと思っており，個人 2
は， B~Oであれば同様のインセンティブを持つことから，同じく最大100(~
y)の費用を負担してもよいと思っている。
しかし，このことより直ちに森林整備計画の費用が150円から200円の金額
であれば当該計画は実行されるべきである，とする結論は誤っている。言い
換えれば，個人レベルでみた費用一便益計算において，利他的価値をもたら
す公共プロジェクトは，各人の直接的便益の合計としてのプロジェクト費用
150円に対して間接的便益50円をも含めた「総」便益200円と評価されるので
ある。この便益の二重計算に伴い，当該プロジェクトはそれに対する費用を
過大に見積らせることとなる。このことは，公益的機能を有する森林を維持・
管理する公共プロジェクトがこの計画の利用者に利他的な価値をもたらす場
合，一般財源である国庫繰入れ部分の算定の基礎となる森林資源の費用一便
益計算において，森林の維持・管理費用を過大に見積らせる可能性があるこ
とを示唆している31)。
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6. おわりに
本稿では，森林資源の持つ特性について，とりわけ，森林ストックの持つ
公益的機能に着目し，その規範的な分析およびその評価に関する若干の検討
を試みてきた。ここで得られた基本的な結論は，レクリエーション価値に代
表される森林の持つ生活環境保全機能および保健文化機能といった公益的機
能が認識・評価されるとき，たとえ木材等の林産物の価値がそれ以外の林野
の代替的用途により得られる価値よりも低くとも，森林は伐採され，森林以
外の代替的用途に転換されるべきでない，ということである。そしてこのと
き，公益的機能によってもたらされる森林の外部経済効果を内部化するため
に，政府の市場への介入が要請されるのである。
さて，ここで一つのパラドクスを示しておこう。例えば，将来，再生可能
性資源である森林ストックの森林成長率（天然更新）と植林等による人工的
な森林増加率の合計成長率が山林の荒廃や過伐等によるや森林ストックの減
少率を上回れば，それはプラスの投資となり，理論的には森林ストックは蓄
積されることとなる。このストックの増加は，将来における費用一便益分析
の評価の際に森林がもたらす総便益が増加していることを意味し，このかぎ
りにおいて新たな便益の増加部分に見合うより一層の費用の徴収（水道料金
の値上げ）もしくは補助金（森林交付金の増額）が必要となるのである。
最後に，森林の経済分析の一環として取り上げた国有林野事業を巡る課題
において，今後検討する予定のテーマを 3点挙げておこう。
まず第1に，財政赤字に直面する国有林野事業特別会計を 1つの独立した
財政とみなすとき，財政収支式より導出される国有林野事業財政の債務転が
しの状況と財政の持続可能性を検討することで，財政赤字をどのような基準
において，いかに抑えるべきかを考察する必要があろう。これは，もう一つ
のトレード・オフである国有林野事業の直面する独立採算制の維持と木材価
格安定化政策とを併せて論じることで，より一層明確になるであろう 32)0
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第2に，人々の森林資源に対する意思決定が近視眼的である場合，世代間
を通じた森林ストックの最適な維持が図られる必要があろう。これは，例え
ば，世代重複モデルによるピグー的な意味での世代間最適森林政策モデルの
構築を意味する。また，このとき重要となる事柄に，環境資源に関する社会
的割引率の評価の問題がある。これも併せて検討されるべきであろう。
第3に，木材は輸入財でもあることから， 1950年の朝鮮動乱から生産力増
強計画 (1958年）及び木材増産計画 (1961年）を経て1964年にかけての国内
木材需要の拡大とそれに伴う木材価格の高騰に対処するため政府が行った，
外材輸入自由化政策を検討する必要がある。一般に，外部性を生じない財に
ついて，関税や生産補助金等の貿易政策による政府の市場への介入は，貿易
当事国の厚生水準を引き下げる。しかし，外部経済を有する財・サービスの
貿易については，貿易政策を通じてこの外部経済の減少を防ぐことで，その
国の厚生水準を高める可能性がある。例えば，国内森林資源保護のため，木
材輸入に対する関税や消費税および国内木材生産業者に対する生産補助金
が，それが国際公共財であったり，また，世代間の公平性の観点から，自国
のみならず貿易相手国の厚生水準をも高める可能性が考えられるかもしれな
い。もちろん，これらの点については稿を改めて論じてみたい。
註
＊ 本稿は，大阪学院大学『大阪学院大学通信」第28巻第 7号 (1997年10月）に掲載した拙
稿「森林の経済分析一森林の持つ公益的機能について一」を修正，加筆して収録したもの
である。また第 4節については，『環境情報科学』第25巻第 3号 (1996年9月）に掲載し
た「オプションと環境政策」を修正，加筆して収録したものである。収録を許可いただき
ました関係者各位に感謝致します。
I)財政調査会編 (1996), 『同の予算（平成 8年度版）』， 708-709頁を参照した。
2)森林の持つ水源涵狼機能や災曹防止機能，すなわち山崩れや土砂流出の防止機能及び
洪水や渇水を緩和する機能については公共投資の性格が強く，治山勘定において治山・治
水事業計画の一環として管理・運営されているため，ここでは森林の持つ生活環境保全機
能や保健文化機能を中心に見てゆきたい。
3) Hartman, R. (1976), "The Harvesting Decision when a Standing Forest Has 
Value," Economic lnquily, 14 (I), pp. 52-58を参照した。
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4) このことについては，屈II -3及び図 1-4を参照されたい。
5) ここでは，ハートマン・モデルに伐採・搬出費用を明示したモデルによって，伐採・搬
出費用の増加が森林の伐期を遅らされることを示そう。
まず先と同様に， （）期から伐期の t期までの計画期間を通じたレクリエーション価値
の積分値に将来の皆伐による木材の割引現在価値を加えた目的関数 w(t)に，伐期であ
るt期に発生する伐採．搬出費川 C(>O)を明示したものが次式である。
I 
W (/) =~e•'xF(x) dx+ e・'1(; (/) -e→ "C 
I 
(A-1) 
ここで伐採・搬出費/IJCが一定であり， I0)関数になっていないことに注意しよう。この
W の値を最大にするような皆伐時期 I*を選択する最大化問題を解くために，同じ<1、］
点解を仮定すると，こo>Fl的関数 wの最大化のための 1階の条件は，
W=e-"[F+G-r(G-C)]=O (A-2) 
なお， W=dW/dt,G=dG/dtとし，時間を表す記号は削雑さを避けるために省略して
いる。もちろんこの式は次式に賂理できる。
F+G=1・(G-C) (A-:l) 
そして， W の最大化のための 2階の条件は次式で示され，この式を満たすような 1が最
適伐採期間 t*である。なお， W=dW/dtである。
訪＝一re-r1[F+G-r(G-C)] +e―"[F+ G-r G]くO (A-4) 
ここで (A-2)式を用いて (A-4)式を筒略化すると，
F+G<rG (A-5) 
なお，この (A-5)式は本文0)(1 - 6)式に等しい。そして，この式の性質がのちに
役に立つ。
さて，伐採・搬出費/llCの増加が最適伐採期間 t*にどのような影開を与えるかを見
るために，この (A-3)式を Cで微分してみよう。すると次式を得る。
誓憂＋号憂=/'(警憂―I) (A-6) 
これを賂理して， a11acについて解くと次式を得る。
at ＝一ac (aF/an + (a2G/a『)-r(aG/al) (A-7) 
ここで符号の性質をもう一度確認しておこう。時間割引因子 r(>O)以外に， aF/at>o,
ac;/at>O, そしてがG/a12く（）であるため，右辺の分l吐の符号が特定化できない。しか
し， (A-5)式の最大化のための 2階の条件より， (A-7)式の右辺の分母の符号はマ
イナスでなければならない。従って at/aC>Oとなることから，伐採・搬出費用の増加が
森林の伐期を遅らされることが示された。
6) いま，森林伐採による将来の全ての木材価値の現在価値を PVとすると，
PV=e―m [G U1l l + e-"'[G(l,-11) l +e-r"[GU,-1,) l + .. 
ここで h期の皆伐直後に植林を行ない次の輪作期 12-11に入るとき，その期間は0から l1
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期の期間と同じであることから， t,-t,= t, となる。以下同様に全ての期間の長さは hとな
る。この点について,Clark, C. W. (1976), "Growth and Aging," in Mathematical 
Bioeco11m11ics : Tile 0/itimal Ma11age111enl rl Re1e1('(lb/e Resources, John Wiley and 
Sons, chapter 8 (竹内啓，柳田英二共訳 (1983)『生物経済学一生きた資源の最適管理の
数理ー』啓明社，第8章「成長と年齢」）を参照した。
7)本稿の木材0)輪作モデルにおいて，伐期における一定の伐採・搬出費用を考慮した目的
関数を Z(I) とすると，この Zをhと大にする皆伐時期／＊を選択する最大化問題は，
Z= (G-C)e —·rt[ l +e-ri+ (e・rt)叶 (e・rt)叶．．．］
+~e —rxF(x)dx[l +e-r1+(e・rt)2+(e rt)汗．．．］
I 
=[(G-C)e-ri+re―'・'F(x)dr]/(l -e―rl) 
I 
(A~s) 
このH的関数Z0)最大化のためOJl階の条件は．
Z= [ -r(G-C) + c;+ F]e-''/(l -e-") 
-[(G-C)e—ri+~:,C —rxF(x) dx] re―r1; (l -e―r1)2=0 (A-9) 
ここでZ=dZ/dtである。これを幣理して次式を得る。
;, ;/G=r/(1 -e―")+ { [ r I (1-e-") ][ふC―rxF(x)dx-C]-F}/G (A-10) 
8) Clark, 0/1. cit, chapters, (竹内啓，柳田英二共訳，前掲Jf,第8章）を参照した。な
ぉ，ファウストマンの論文， Faustmann,M. (1849), "Berechnung des Werthes, welchen 
Waldboden sowie nach nicht haubare Ilolzbestande fur die Welwirtschaft bestizen," 
Allegemeiue Forest und Jagd Zeihmg, 25および1968年に刊行されたその英訳論文は筆
者未見である。
9) この節では，前節で示したハートマンの 1阿の皆伐あるいは無限回輪作が行なわれる
皆伐0)ケースではなく，択伐あるいは間伐のケースを想定している。
10) Montgomery, C. A. and D. M. Adams (1995), "Optimal Timber Management 
Polices," in The Handbooll of Environmental Economics, Bromley, D. W. (ed.), 
Blackwell, chapter 17を参照した。
11)但し，必要条件limμ(v)e-11"-0=0が成立している。
12) Montgomery and Adams, op. cit, pp. 390-391を参照した。
13) Ibid., pp. 392-393を参照した。
14)先と同様に必要条件limμ(v)e―11V-t)=Oが成立している。
15)林政審議会（首相の諮問機関，古橋源一郎会長）は，巨額の赤字を抱える国有林野事業
の改革案の中間報告案として，森林の有する水源涵養機能の保全のためにその利益を受
ける下流地域の住民に対して，受益者負担の原則に基づき水道料金を引き上げることに
よって得られる財源で新たに基金を創設し，森林整備の財源の一部にあてる構想を打ち
出した(『H本経済新聞』 1997年7月HI付（朝刊）を参照）。
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同案は．既に愛知県豊田市が1994年より実施している水道料金の値上げによる「水道水
源保全基金」創設や，神奈川県愛甲郡消川村が10年計画で昨年度から実施している森林・
水環境整備事業「 1トン 1円運動」および神奈川県がこの 4月から実施している「水源0)
森林づくり事業負担金」等の案に近いが．整備の対象が国有林中心か民有林中心かで異な
っている。なお，それぞれの自治体の基本的な構想は，水源涵養機能などの公益的機能を
高め，活力ある森林作りを目標としているが，特筆すべきは清川村の運動であろう。同村
は，レクリエーション等の啓蒙活動を通じて川上側の異なる行政区に対して資金的支援
策を行なうことを提唱しており，このために昨年度は50万円，今年度は100万円を水道使
用料より充当している。
16)先と同様に必要条件limμ(v)e-11v-1>=Qが成立している。
17) このことは，体系の性質によっても裏付けられる。まず．このケースが鞍点となること
を確認しておこう。 (3-2) 式および (3-10) 式を定常状態 (S•, C•) の近傍におい
て線形化すると次の行列式を得る。
l~l = l入-a -1 ] [ s-s• ] 
C -p aー 入十r c-c・ 
この行列式の係数行列を△とすると， Del.△＝ー[(a一入） (a-入+r)+p](<O)である。
これは本文の▽==[(aー入） (a-入+r)+p]>Oという仮定と整合的である。一方， Trace
△ =r>Oとなり，体系は不安定となる。
18)例えば， 1995年4月1日現在で国が指定した森林生態系保護地域は， H高山脈中央部や
知床等312,592ヘクタールであり，全国有林面積の 4%を占めている（林野庁監修『図説
林業白粛（平成7年度版）.I, 137頁及び156頁を参照）。
19)林野庁編 (1996)「平成7年度国有林野事業の改善の推進状況J,53-54頁を参考した。
20) Weisbrod, B. A. (1964), "Collective-Consumption Services of Individual-Consump-
tion Goods," Quarterly Joumal of Ec1111omics, 78 (3), pp. 471-477, Cicchetti, C. J. and 
A. M. Freeman II (1971), "Option Demand and Consumer Surplus," Qumterly joumal 
。ifEconomics, 85 (3), pp. 528-539及びReady,R. C. (1995), "Environmental Valuation 
under Uncertainty," in Bromley, D. W. (ed.), 0/1. cit, chapter 25を参照した。
21) もちろん我々は，人々が旅行という行為そのものから効用を得ないと仮定する。
22) この点について，例えば，都市における公共サービスとの便益の差を埋めるために補助
金を受け取ることは容認されるという発想や，過疎対策として補助金や租税の軽減措骰
を受けるべきとする発想等は，地域間所得再分配政策を通じた新たな不平等を生じかね
ない。
本来，地域間所得再分配政策は，所得補償を目的とするのであればナショナルミニマム
に照らして全国一率，同額であるべきであり，それを超える所得補償の増加分については
（のちに述べる一部例外を除き），債務としてその受益者に将来の返還義務を貨わせるべ
きであろう。返済の見込や予定のない所得補償の増額部分，すなわち，何ら人的・物的資
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本の蓄積に向かうことなく，全て経常的な支出項目として費消されてしまう部分につい
ては，新たな不平等を産み出す恐れがある。
もちろん例外も存在する。それは本文に示したように，その特定地域もしくは住民の付
加価値が外部経済を有する場合，すなわち公共の利益に貢献した対価を得ていない場合
には，外部経済を内部化するため，それに見合った所得補償の増加分が正当化されよう。
また，調整費用として職業訓練等の人的投資支出を賄うための特定補助金も容認されよ
う。ただし，後者については期間を限定して計画全貌の見直しを図るサンセット方式のも
とで行なわれるべきである。
23)財政調査会編，前掲習， 712-714頁を参照した。なお．レクリエーションの森は40.9万
ヘクタールであり，林野庁所管の国有林765万ヘクタールの約5%に過ぎない（林野庁監
修．前掲臀， 137及び157頁を参照）。
24)新たに世界遺産条約に基づく自然遺産として登録された屋久島及び白神山地について
は，保全対策を実施するために世界自然遺産保全緊急対策を繰入対象として予算に追加
計上している（財政調査会編，前掲害， 713頁を参照）。
25)補助金の議論については，跡田直澄・橋本恭之 (1991),「硬直化する補助金行政」，本
間正明編著．『地方の時代の財政』，有斐閣．第4章所収を参照した。
26)神奈川県は水源の森林づくり事業のために，水道料金に家事用 1か月平均使用水獄23
立方メートル当たり約25円の負担を提示している（神奈川県企業庁 (1996)『県営水道料
金改定の概要.I 5頁を参照）。
27) Milgrom, P. (1993), "ls Sympathy an Economic Value? Philosophy, Economics, and 
the Contingent Valuation, Method," in Co11ti11ge11t Valuation. A Critical Assessment, 
Hausman, J.A. (ed.), Elsevier Science Publishers B. V., North-Holland, chapter 6, p. 
419より引用した。
28) Ibid., p. 420より引用した。
29) Ibid., pp. 419-421を参照した。
30)以下本文中において， 2個人の便益計算の中に，その計画が実行されることで払わずに
済む「回避されたi':用 (avertedcosts)」も含まれるが．ここではミルグロムのモデルに
従うために省略する。もちろん．この回避された費用が重要となってくるのは．費用一便
益分析が計画に伴う費川の現在価値合計に占める便益の現在価値合計という「便益一費
用比率」により表わされるときである。なぜなら．この回避された費用が便益の増加とし
て分子に含まれるか．費用の減少として分母に含まれるかで便益一費用比率の値が異な
るからである。なお，この点については,Folland, S., A. C. Goodman, and M. Stano 
(1997), The Eco110111ics of H狐 !ti,and Health Care, (2nd edition), Prentice Hall, pp. 
566-567を参照されたい。
31) もちろんここでは，新たな森林整備計画が産み出す計画期間中および将来の雇用創出
効果や，計画による新規雇用から生じる乗数効果に伴い派生的に生じる雇用創出効果を
便益の計算に含めない。これらの新たな雁用創出部分はその背後に労働の機会費用を伴
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う（就業機会をクラウド・アウトする）ことから，二重計算を排除するためにそれらを当
該計画の便益計算に含めないのである。
32) この点については，拙稿「国有林野事業の持続可能性について」『大阪学院大学経済論
集』第11巻第 1-2号所収 (1998年2月刊行予定）において検討されている。
なお， 1997年12月3日において政府・与党の財政構造改革会議（企画委員会）は， 3兆
8千億円にのぽる債務のうち約 7割の 2兆8千億円を繰り上げ償還（利払い費を 1千800
億円から710億円に削減）したうえでこれを一般会計に移管（返済期間60年）し，残りの
1兆円を国有林野事業特別会計に継承して，民間金融機関の低利融資に借り換え，木材収
入や土地売却益等により 1999年1月から元本を返済する（返済期間50年）という大筋の合
意を決めた。ただし，一般会計に移管した債務について，その利払い費についてはたばこ
税の増税に加えて林道や治山ダム等の林野庁の公共事業予算を削減し，元本返済には国
債費をそれぞれ充てる案が検討されている（『日本経済新聞J1997年12月3日付（朝刊）
を参照）。
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